
平成 17 年 11 月期   個別中間財務諸表の概要       
平成17年7月15日 

会 社 名  ミクロン精密株式会社          上 場 取 引 所  ジャスダック証券取引所 

コ ー ド 番 号  ６１５９                本社所在都道府県 山形県 

（ＵＲＬ http://www. micron-grinder.co.jp） 

代  表  者   役  職  名 代表取締役社長 

          氏    名 白田  啓 

問い合わせ先   責任者役職名 常務取締役管理本部長 

          氏    名 小松 貞生       ＴＥＬ（023）688-8111（代表） 
決算取締役会開催日  平成17年7月15日  中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日  平成 -年-月 -日   単元株制度採用の有無 有（1単元 100株） 

  
１．17年5月中間期の業績（平成16年12月1日～平成17年5月31日） 

(1) 経営成績 (単位：百万円 未満切捨) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17年5月中間期 

16年5月中間期 

百万円   ％

2,293（36.8）

1,675（ -  ）

百万円   ％

255（37.8）

185（ -  ）

百万円   ％

308（52.1）

202（ -  ）

 16年11月期 3,856        430        440        
 

 中間（当期）純利益 
１ 株 当 た り 中 間 

（ 当 期 ） 純 利 益 
 

 

17年5月中間期 

16年5月中間期 

百万円   ％

176（36.7）

129（ - ）

円   銭

76   18

557   41

 16年11月期 277        1,105   60  

(注) ①期中平均株式数  17年5月中間期  2,318,700株    16年5月中間期  231,870株    16年11月期  231,870株 

 ②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。なお、

16年5月中間期が中間決算開示初年度であるため、16年5月中間期の増減率については記載しておりません。 

(2) 配当状況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

 

17年5月中間期 

16年5月中間期 

円  銭 

-   - 

-   - 

円  銭

-   -

-   -

 16年11月期 -   - 300  00

 

(3) 財政状態                                 (単位：百万円 未満切捨) 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

 

17年5月中間期 

16年5月中間期 

百万円 

6,624 

5,478 

百万円

4,870 

4,622 

％ 

73.5 

84.4 

円   銭

2,100      51

19,935      01

 16年11月期 6,111 4,767 78.0 20,468      70

(注) ①期末発行済株式数 17年5月中間期  2,318,700株    16年5月中間期  231,870株    16年11月期  231,870株 

②期末自己株式数  17年5月中間期         - 株    16年5月中間期       - 株    16年11月期       - 株     

 

２．17年11月期の業績予想（平成16年12月1日～平成17年11月30日）         (単位：百万円 未満切捨) 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末  

 

通 期 

百万円 

4,871 

百万円

706 

百万円

413 

円  銭 

25  00 

円  銭

25   00

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 161円 01銭 

新規上場に際して発行した公募新株式（250,000株）を含めた予定期末発行済株式数2,568,700株に基づき算出しております。 

(注) 上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々

な要因によって 予想数値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記の業績予想に関連する事項につきましては、添

付資料の 5ページに記載しております。 
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金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ

289,649 346,788 220,427

383,416 489,700 320,831

554,703 567,607 826,745

1,151,183 1,619,318 1,397,042

16,892 18,106 7,368

78,933 114,066 96,576

22,655 23,747 25,742

△ 1,920 △ 430 △ 2,410

2,495,513 45.6 3,178,906 48.0 2,892,325 47.3

Ⅱ

建物 ※1,2 641,086 595,295 620,848

機械及び装置 ※1,2,5 250,811 259,729 281,982

土地 ※2 212,270 212,270 212,270

その他 ※1 193,878 184,265 157,537

1,298,047 23.7 1,251,561 18.9 1,272,638 20.8

49,221 0.9 18,089 0.3 49,400 0.8

3.投資その他の資産

投資有価証券 728,985 1,261,725 988,266

関係会社株式 521,903 550,392 550,392

繰延税金資産 121,094 140,477 138,075

保険積立金 199,883 205,996 202,809

その他 76,942 19,126 21,469

貸倒引当金 △　13,200 △ 1,950 △ 3,520

1,635,608 29.8 2,175,767 32.8 1,897,493 31.1

2,982,876 54.4 3,445,418 52.0 3,219,532 52.7

5,478,390 100.0 6,624,324 100.0 6,111,858 100.0

1.

2. 受取手形

(　資　産　の　部　)

流動資産　　　　　　　　　

現金及び預金

3.

4.

売掛金

たな卸資産

2.無形固定資産

5.

貸倒引当金

6.

7.

前払費用

(2)

繰延税金資産

(1)

(3)

(4)

有形固定資産合計

その他

流動資産合計

固定資産

1.有形固定資産

(1)

無形固定資産合計

(4)

(5)

(2)

投資その他の資産合計

固定資産合計

(3)

資産合計

6.  個 別 中 間 財 務 諸 表 等

1. 中間貸借対照表 (単位：千円  未満切捨)

（平成16年5月31日現在） （平成17年5月31日現在）
 科 目

前事業年度の要約貸借対照表
（平成16年11月30日現在）

期 別
注記
番号

前中間会計期間末 当中間会計期間末

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26 



金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％

Ⅰ

185,138 239,201 281,214

※2 46,383 721,307 314,001

※2 1,500 - -

126,369 110,548 126,526

114,421 152,020 170,892

35,769 106,370 74,166

92,400 120,175 -

26,000 34,000 24,000

※3 39,472 34,966 140,175

667,455 12.2 1,518,590 22.9 1,130,977 18.5

Ⅱ

退職給付引当金 11,438 14,046 19,854

役員退職慰労引当金 177,166 221,245 193,450

188,605 3.4 235,291 3.6 213,304 3.5

856,060 15.6 1,753,882 26.5 1,344,281 22.0

Ⅰ 491,870 9.0 491,870 7.4 491,870 8.0

Ⅱ

資本準備金 338,000 338,000 338,000

338,000 6.2 338,000 5.1 338,000 5.5

Ⅲ

122,967 122,967 122,967

3,441,293 3,630,363 3,441,293

209,283 254,405 357,890

3,773,544 68.9 4,007,735 60.5 3,922,151 64.2

％

Ⅳ 18,915 0.3 32,836 0.5 15,554 0.3

4,622,329 84.4 4,870,442 73.5 4,767,576 78.0

負債・資本合計 5,478,390 100.0 6,624,324 100.0 6,111,858 100.0

4.

2.

未払金

1. 買掛金

3. 1年内返済予定長期借入金

流動負債　　　　　

(　負　債　の　部　)

短期借入金

(単位：千円  未満切捨)

期 別
注記
番号

 科 目
（平成16年5月31日現在） （平成16年11月30日現在）

当中間会計期間末
（平成17年5月31日現在）

前事業年度の要約貸借対照表前中間会計期間末

2.

7. 賞与引当金

未払法人税等

前受金

5.

6.

8. 製品保証引当金

1.

その他

固定負債　　　　　

流動負債合計

9.

資本合計

その他有価証券評価差額金

利益剰余金合計

3.中間(当期)未処分利益

資本金

固定負債合計

負債合計

2.任意積立金

1.利益準備金

資本剰余金

資本剰余金合計

利益剰余金

(　資　本　の　部　)
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金  額 構成比 金  額 構成比 金 額

％ ％

Ⅰ 1,675,774 100.0 2,293,007 100.0 3,856,847 100.0

Ⅱ 1,189,129 71.0 1,646,524 71.8 2,770,971 71.8

486,644 29.0 646,482 28.2 1,085,875 28.2

Ⅲ 301,403 18.0 391,141 17.1 655,571 17.0

185,241 11.0 255,340 11.1 430,304 11.2

Ⅳ ※1 26,390 1.6 62,121 2.7 53,323 1.3

Ⅴ ※2 8,653 0.5 8,766 0.3 42,827 1.1

202,977 12.1 308,695 13.5 440,800 11.4

Ⅵ ※3 29,018 1.7 2,051 0.1 59,760 1.5

Ⅶ ※4 1,029 0.0 13,707 0.6 9,334 0.2

230,966 13.8 297,039 13.0 491,227 12.7

113,000 6.7 152,000 6.6 257,000 6.6

△ 11,280 △ 0.6 △ 31,606 △ 1.3 △ 43,627 △ 1.1

129,247 7.7 176,645 7.7 277,854 7.2

80,035 77,760 80,035

209,283 254,405 357,890

売上総利益

売上原価

特別損失

経常利益

特別利益

営業利益

営業外収益

中間(当期)未処分利益

税引前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間(当期)純利益

２．中間損益計算書 (単位：千円  未満切捨)

期 別
注記
番号

前中間会計期間 当中間会計期間

自　平成15年12月 1日

前期繰越利益

前事業年度の要約損益計算書

自　平成15年12月 1日

至　平成16年11月30日

営業外費用

自　平成16年12月 1日

科目
至　平成16年 5月31日 至　平成17年 5月31日

販売費及び一般管理費

売上高
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項 目        (自 平成15年12月 1日      (自 平成16年12月 1日      (自 平成15年12月 1日 

        至 平成16年 5月31日)       至 平成17年 5月31日)       至 平成16年11月30日) 

１.有価証券の評価基

準及び評価方法 

(1)満期保有目的の債券 (1)満期保有目的の債券 (1)満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 同  左 同  左 

(2)子会社株式 (2)子会社株式 (2)子会社株式 

    移動平均法による原価法 同  左 同  左 

 (3)その他有価証券 (3)その他有価証券 (3)その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定) 

同  左 

 

 

 

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

  

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同  左 同  左 

２.たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

  (1)半製品・原材料 (1)半製品・原材料 (1)半製品・原材料 

先入先出法による原価法 同  左 同  左 

  (2)仕掛品 (2)仕掛品 (2)仕掛品 

個別法による原価法 同  左 同  左 

(3)貯蔵品  (3)貯蔵品   (3)貯蔵品 

終仕入原価法による原価法 同  左 同  左 

３.固定資産の減価償

却方法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産    （1)有形固定資産 

定率法 同  左 同  左 

ただし、平成10年4月1日以降に

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によっ

ております。 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっており

ます。ただし実験機の耐用年数

については、見積経済的使用可

能期間(4年)によっております。

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

定額法 同  左 

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用)

については、社内における利用可

能期間(5年)に基づく定額法によ

っております。 

同  左 

 (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 

均等償却 同  左 

なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

(3)長期前払費用 

同  左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項 目      (自 平成15年12月 1日       (自 平成16年12月 1日      (自 平成15年12月 1日 

     至 平成16年 5月31日)        至 平成17年 5月31日)      至 平成16年11月30日) 

４.引当金の計上基準  (1)貸倒引当金  (1)貸倒引当金  (1)貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率法により、貸倒

懸念債権及び破産更生債権等

については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

同  左 同  左 

  (2)賞与引当金  (2)賞与引当金 (2)     ― 

    従業員の賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のう

ち当中間会計期間の費用負担

額を計上しております。 

同  左 

  (3)製品保証引当金  (3)製品保証引当金  (3)製品保証引当金 

 製品納入後の保証期間内に

おけるアフターサービス費用

の支出に備えるため、売上高を

基準として過去の実績に基づ

く発生見込額を計上しており

ます。 

同  左 同  左 

  (4)退職給付引当金  (4)退職給付引当金  (4)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

同  左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生

していると認められる額を計上

しております。 

  (5)役員退職慰労引当金  (5)役員退職慰労引当金  (5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えて、当社内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

同  左 役員の退職慰労金の支出に

備えて、当社内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

５.リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同  左 同  左 

６.その他財務諸表作

成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の処理について  消費税等の処理について 消費税等の処理について 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

同  左 同  左 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

(平成16年 5月31日現在) (平成17年 5月31日現在) (平成16年11月30日現在) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 

2,952,527千円 3,032,163千円 2,987,434千円

※2 担保に供している資産           及びこれに対

応する債務 

(1) 担保に供している資産   

※2 担保に供している資産           及びこれに対

応する債務 

※2 担保に供している資産           及びこれに対

応する債務 

 (1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 

建物 92,406千円 (35,517千円) 建物 89,439千円(34,139千円) 建物 329,569千円(37,031千円) 

構築物 構築物 3,780千円  (1,934千円) 構築物 3,699千円 (1,916千円) 7,573千円 (1,956千円) 

機械及び 

装置 
16,249千円(16,249千円) 

土地 

機械及び

装置 

機械及び 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)上記に対応する債務 

 

上記のうち( )内の金額は内数で、工場財

団抵当であります。なお、当該工場財団抵当

に担保されている債務は、個別に対応させる

ことが困難なため、記載しておりません。 

58,696千円 (6,002千円) 

計 412,088千円(61,239千円) 

短期借入金 46,383千円 

1年内返済予定 

長期借入金 
1,500千円 

計 47,883千円 

 

(2) 上記に対応する債務 

 

 

同  左 

装置 
16,249千円(16,249千円) 

土地 22,466千円 (6,002千円) 

16,249千円 (16,249千円) 

土地 22,466千円  (6,002千円) 

計 131,854千円(58,307千円) 計 134,903千円 (59,703千円) 

 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 391,307千円 短期借入金 164,001千円 

 

 

同  左 

※3 消費税等の取扱い ※3 消費税等の取扱い ※3 

―  仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。 

同  左 

 

 

4                ― 4 受取手形裏書譲渡高  24,430千円  4 受取手形裏書譲渡高   4,515千円 

※5 有形固定資産に係る国庫補助金の受入

による圧縮記帳累計額は、機械及び装置

2,000千円であります。 

※5       同  左 ※5       同  左 
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  （中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 

(自 平成15年12月 1日 

  至 平成16年 5月31日) 

      (自 平成16年12月 1日 

       至 平成17年 5月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年12月 1日 

  至 平成16年11月30日) 

※1 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息       1,638千円 

※1 営業外収益のうち主要なもの ※1 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息        2,450千円    受取利息        3,535千円

   保険解約返戻金    6,053千円    有価証券利息     15,349千円    有価証券利息     21,637千円

技術指導料収入    4,710千円    為替差益       35,890千円    保険解約返戻金     6,948千円

技術指導料収入        4,710千円 技術指導料収入     9,420千円

※2 営業外費用のうち主要なもの ※2 営業外費用のうち主要なもの ※2 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息       1,405千円 支払利息         427千円

為替差損       32,871千円

支払利息         56千円 

たな卸資産廃棄損   7,622千円 たな卸資産廃棄損   2,032千円

新株発行費      3,412千円

株式公開費用     1,866千円

たな卸資産廃棄損    8,116千円

※3 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益   2,051千円

 

※3 特別利益のうち主要なもの ※3 特別利益のうち主要なもの 

補助金等収入     12,000千円 固定資産売却益      146千円

補助金等収入     12,000千円

匿名組合投資収益   47,614千円

匿名組合投資収益   17,018千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※4 特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却損     182千円 

固定資産除却損     846千円 

※4 特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却損    12,957千円

※4 特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却損      182千円

固定資産除却損     749千円 固定資産除却損     9,151千円

5 減価償却実施額 

有形固定資産     82,692千円 

無形固定資産     3,113千円 

5 減価償却実施額 5 減価償却実施額 

有形固定資産    174,947千円 有形固定資産     84,675千円

無形固定資産     1,529千円 無形固定資産     5,046千円 
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 (リース取引関係)   

前事業年度 当中間会計期間 前中間会計期間 

（自 平成15年12月 1日 （自 平成16年12月 1日 （自 平成15年12月 1日 

  至 平成16年11月30日）   至 平成17年 5月31日）   至 平成16年 5月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

  

 

 

 
（有価証券関係） 

前中間会計期間（自 平成 15 年 12 月 1 日 至 平成 16 年 5 月 31 日）、当中間会計期間(自 平成 16 年 12 月 1日 至 平成 17 年 5

月 31 日)及び前事業年度(自 平成 15 年 12 月 1 日 至 平成 16 年 11 月 30 日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

 

 

 
取得価額
相当額
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

工具器具 
及び備品 

10,513 5,984 4,528 

合計 10,513 5,984 4,528 

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末残
高相当額 
（千円） 

工具器具 
及び備品 

7,493 4,505 2,988

合計 7,493 4,505 2,988

 

 
取得価額
相当額
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具 
及び備品 

7,493 3,756 3,737

合計 7,493 3,756 3,737

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,545千円 

１年超 3,069千円 

合計 4,615千円 
 

１年内 1,138千円

１年超 1,931千円

合計 3,069千円
 

１年内 1,462千円

１年超 2,361千円

合計 3,824千円
 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 支払リース料 1,079千円 

 減価償却費相当額 1,001千円 

 支払利息相当額 69千円 
 

 支払リース料 801千円

 減価償却費相当額 749千円

 支払利息相当額 46千円
 

 支払リース料 1,926千円

 減価償却費相当額 1,792千円

 支払利息相当額 125千円
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

相当額を零とする定額法によってお

ります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同  左 

５．利息相当額の算定方法 

同  左 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 

（自 平成15年12月 1日 

 至 平成16年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年12月 1日 

   至 平成17年 5月31日） 

前事業年度 

（自 平成15年12月 1日 

  至 平成16年11月30日） 
 

１株当たり純資産額 19,935.01円 

１株当たり中間純利益 557.41円 
  

 

１株当たり純資産額 2,100.51円 

 

１

１

株当たり純資産額 20,468.70円 

１株当たり中間純利益 76.18円 株当たり当期純利益 1,105.60円 
   

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

同 左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 

 

（注）1. １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前中間会計期間 

 (自 平成15年12月 1日 

  至 平成16年 5月31日）

当中間会計期間 

 (自 平成16年12月 1日 

  至 平成17年 5月31日） 

前事業年度 

 (自 平成15年12月 1日 

  至 平成16年11月30日）

中間(当期)純利益（千円） 129,247 176,645 277,854 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 21,500 

（うち利益処分による役員賞与金） ― ― (21,500) 

普通株式に係る中間(当期)純利益（千円） 129,247 176,645 256,354 

期中平均株式数（株） 231,870 2,318,700 231,870 

 

 

2. 株式分割について 

 

当中間会計期間 (自 平成16年12月１日 至 平成17年5月31日) 

当社は、平成17年2月23日付で普通株式1株に対し普通株式10株の割合で株式分割を行っております。 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間会計期間及び前会計年度における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

(自 平成15年12月 1日 

 至 平成16年 5月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年12月 1日 

 至 平成16年11月30日) 

  

１株当たり純資産額          2,046.87円 １株当たり純資産額         1,993.50円 

１株当たり当期純利益          110.56円 １株当たり中間純利益          55.74円 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 当中間会計期間 前中間会計期間 

(自 平成15年12月 1日 (自 平成16年12月 1日 (自 平成15年12月 1日 

 至 平成16年11月30日)   至 平成17年 5月31日)  至 平成16年 5月31日) 

株式上場による新株式発行 

  当社は、平成17年6月27日付をもってジャスダッ

ク証券取引所へ株式を上場いたしました。この株

式上場にあたり、平成17年5月25日及び平成17年6

月7日にそれぞれ開催した取締役会の決議により、

下記のとおり新株式を発行いたしました。この結

果、平成17年6月24日付で資本金は、651,370千円、

発行済株式数は、2,568,700株となっております。

①株式の種類及び数 普通株式 250,000株

②発行価格 1株につき 1,750円
- - 

③引受価額 1株につき 1,633円

④発行価額 1株につき 1,275円

⑤払込金額の総額 408,250千円 

⑥資本組入額 1株につき 638円

⑦資本組入額の総額 159,500千円 

⑧払込期日 平成17年6月24日

⑨配当起算日 平成17年6月 1日

⑩募集方法 ブックビルディング方式に

よる一般募集 

⑪資金使途 設備投資及び運転資金 
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